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1.　研究の目的
　本稿では，前報の調査研究（「新事業分野への
取り組みと雇用創出へ向けた企業の挑戦」『和光
経済』第 47 巻第 3 号，pp. 53-60）に引き続き，
新成長戦略（1. グリーン・イノベーション戦略，
2. ライフ・イノベーション戦略，3. アジア経済
戦略，4. 観光・地域戦略，5. 科学技術・情報通
信分野，6. 雇用・人材分野，7. 金融分野）に着
目する。めまぐるしく変化している経営環境の中
で，地域社会における高齢者の人口割合が年々増
加している現状を踏まえると，医療や介護，健康
サービスについての産業育成や雇用創出といった
地域活性化が今後の課題となる。また，少子化問
題に端を発した人口減少により，地方自治体が今
後消滅していく予測の中においても，地域活性化
が緊喫の課題である。さらに，地域活性化を具体
化していくための一つの戦略として観光戦略が重
要となろう。いずれの課題も地域活性化がキーポ
イントであるという戦略的視点から，上記に示す
課題に対して日本の企業がどのように戦略を考え，
具体化していくために必要となるイノベーション
について，どのような認識をしているのか。本研
究は，以上の視点に立って，成長戦略の中から
「ライフ・イノベーション戦略」と「観光・地域
戦略」の 2 項目とイノベーションに関する質問を
設定した。これらについて，企業経営の実態を調
査することにより，その特徴や指向性について調
査研究を行い，示唆を見出すことを目的としてい
る。
1.1.　調査票の設計
　調査票の質問項目の作成にあたって，我々は，
各自の研究専門分野にかかわる質問を作成し，共
同研究会においてそれらの質問項目を検討した。
そして調査に最適と考えられる質問項目を選定し
た。
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　以上のプロセスを経て，調査票を作成した。
1.2.　調査対象者と実査
　本研究は，日本の大部分を占める中小企業によ
るライフ・イノベーションと題した医療，介護，
健康関連サービスおよび地域へ着目する観光に焦
点を当てるとともに，この 2 項目に加えたイノ
ベーションに関する情報が得られるように，調査
対象者を以下のように設定した。
　・中小製造業勤務者（従業員数 50 〜 300 人程
度）
　・１都 6 県（東京都，神奈川県，茨城県，栃木
県，群馬県，埼玉県，千葉県）に所在のある
会社（本社および支社，支店，工場，営業所
などを含む）に勤務している者
　・係長職以上の者
　調査対象者は，調査会社 1）の全国モニターか
ら，上述の条件に該当する回答者をランダムサン
プリングによって 300 人を抽出した。この 300 人
に対して，調査票を使用して，2015 年 3 月 1 日
〜 31 日にインターネット調査を行った。その結
果，有効回答数は 300 人（有効回答率は 100％）
であった。
2.　回答者属性の集計
　ここで，回答者の属性を示すことにする。
　勤務地については，茨城県（6.7％），栃木県
（2.7％），群馬県（2.7％），埼玉県（12.7％），千
葉 県（7.3％）， 東 京 都（51.0％）， 神 奈 川 県
（17.0％）であった。
　居住地については，茨城県（6.7％），栃木県
（2.7％），群馬県（2.7％），埼玉県（16.3％），千
葉 県（14.0％）， 東 京 都（33.7％）， 神 奈 川 県
（23.0％）， 山 梨 県（0.7％）， 京 都 府（0.3％） で
あった。
　 役 職 に つ い て は， 社 長（1.0％）， 取 締 役
（6.7％）， 部 長（ 常 務 を 含 む ）（23.7％）， 課 長
（48.0％）， 係 長（20.7％） で あ っ た。 会 社 員
（96.7％），会社経営（3.3％）であった。
　男女の割合については，男性（95.3％），女性
（4.7％）であった。
　年代は，30 代（9.3％），40 代（39.7％），50 代
（38.7％），60 代（12.3％）であった。
　勤務先の規模については，従業員数は，50 〜
89 人（32.0％），90 人〜 119 人（22.3％），120 人
〜 149 人（12.0％），150 人 〜 199 人（12.7％），
200 人〜 299 人（21.0％）であった。
　以上の回答者属性より，本研究の狙いとする対
象者が，本調査の回答者として得られているとい
える。これらのデータを使用し，次章以降で本研
究の目的を導出する分析考察を行う。なお，複数
回答の集計においては，分母は総回答者数ではな
く，総回答個数に対する割合で算出している。
3.　調査の結果
3.1.　質問と調査結果
　3.1.1.　「医療，介護，健康関連サービス」につ
いての貴社の関心度をお答えください。
（項目ごとにひとつずつ）
　3.1.2.　貴方は，「ライフ・イノベーションによ
る健康大国戦略」を知っていますか。
（ひとつだけ）
　
医 療 関 連
サービスの
産業育成
介 護 関 連
サービスの
産業育成
健 康 関 連
サービスの
産業育成
1 全く関心はない 36.0％ 38.3％ 35.0％
2 それほど関心はない 18.0％ 18.7％ 17.3％
3 どちらとも言えない 25.7％ 25.0％ 26.7％
4 少し関心がある 14.0％ 13.3％ 13.3％
5 大いに関心がある 6.3％ 4.7％ 7.7％
全体 100.0％ 100.0％ 100.0％
　
医 療 関 連
サービスの
雇用の創出
介 護 関 連
サービスの
雇用の創出
健 康 関 連
サービスの
雇用の創出
1 全く関心はない 37.0％ 37.7％ 36.3％
2 それほど関心はない 20.7％ 20.3％ 20.0％
3 どちらとも言えない 26.0％ 27.0％ 26.7％
4 少し関心がある 12.3％ 10.0％ 12.7％
5 大いに関心がある 4.0％ 5.0％ 4.3％
全体 100.0％ 100.0％ 100.0％
1 全く知らない 71.3％
2 聞いたことはあるが，あまりよく知らない 24.0％
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　3.1.3.　貴社の企業活動において，「観光立国・
地域活性化戦略」に関する取り組みは，
どのように位置づけられていますか。
（いくつでも）
　3.1.4.　貴社は，「地域活性化」に関する取り組
みを行っていますか。（ひとつだけ）
　3.1.5.　「2020 年までの我が国の観光産業に関
する将来性」について貴社のお考えを
お聞かせください。（項目ごとにひとつ
ずつ）
　3.1.6.　貴社が企業活動を行っている地域は今
後活性化していくと思いますか。貴社
のお考えをお聞かせください。（ひとつ
だけ）
　3.1.7.　貴社の企業活動において，「地域活性
化」はどのように位置づけられていま
すか。（いくつでも）
　3.1.8.　貴社は，「自然資源，伝統，文化，芸術
などのそれぞれの地域が有する地域資
源の活用」に関心がありますか。（ひと
つだけ）
　3.1.9.　貴社は，「一般市民，企業，NPO，行
政などの多様な主体が関わりながら進
める地域活性化」に関心がありますか。
（ひとつだけ）
3 知っている 3.0％
4 よく知っている 1.7％
　 全体 100.0％
1 取り組んでいる 9.0％
2 取り組んでいない 59.0％
3 わからない 27.7％
4 取り組みの準備を進めている 3.7％
5 その他 0.7％
　 全体 100.0％
1 ビジネスチャンスである 22.3％
2 企業の社会的責任の一つである 18.7％
3 事業継続性に係るビジネスリスクの低減につながる 10.7％
4 重要な戦略の一つである 14.0％
5
「観光立国・地域活性化戦略」に関する取り組み
と企業活動は関連がない
46.0％
6 その他 4.3％
　 全体 100.0％
　
観光産業の成長が
見込める
観光産業の雇用創
出が見込める
1 そう思わない 11.3％ 11.7％
2 あまりそう思わない 10.3％ 13.3％
3 どちらとも言えない 33.0％ 35.7％
4 ややそう思う 34.0％ 31.7％
5 そう思う 11.3％ 7.7％
　 全体 100.0％ 100.0％
1 そう思わない 11.3％
2 あまりそう思わない 26.0％
3 どちらとも言えない 42.0％
4 ややそう思う 17.0％
5 そう思う 3.7％
　 全体 100.0％
1 ビジネスチャンスである 17.0％
2 企業の社会的責任の一つである 23.0％
3
事業継続性に係るビジネスリスクの低減につな
がる
9.3％
4 重要な戦略の一つである 11.7％
5 法規制等の義務以上のものではない 11.0％
6 地域活性化は重要ではない 11.3％
7 地域活性化と企業活動は関連がない 38.0％
8 その他 1.7％
　 全体 100.0％
1 全く関心はない 19.7％
2 それほど関心はない 27.7％
3 どちらとも言えない 34.0％
4 少し関心がある 17.0％
5 大いに関心がある 1.7％
　 全体 100.0％
1 全く関心はない 17.7％
2 それほど関心はない 32.3％
3 どちらとも言えない 32.0％
4 少し関心がある 15.3％
5 大いに関心がある 2.7％
　 全体 100.0％
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　3.1.10.　貴方は，「イノベーション」と聞いた
時に，どのようにイメージしますか。
（項目ごとにひとつずつ）
　3.1.11.　貴社にとって，「イノベーション」は重
要であると思いますか。（ひとつだけ）
　3.1.12.　貴社の企業活動において，「イノベーショ
ン」に関する取り組みは，どのように位
置づけられていますか。（いくつでも）
　3.1.13.　貴社では，「イノベーションは組織風
土（組織文化）と関係が深い」と考え
ていますか。（ひとつだけ）
　3.1.14.　貴社は，「ビジネスの手法を用いて社
会的課題の解決を目指していくという
取り組み」に関心がありますか。（ひ
とつだけ）
全体
1 2 3 4 5
そう思わない あまりそう思わない どちらとも言えない ややそう思う そう思う
1 革新 100.0％ 1.3％ 6.3％ 24.3％ 43.3％ 24.7％
2 刷新 100.0％ 3.0％ 8.7％ 40.3％ 37.3％ 10.7％
3 変革 100.0％ 1.7％ 7.7％ 36.7％ 38.0％ 16.0％
4 新結合 100.0％ 8.7％ 23.7％ 47.3％ 16.7％ 3.7％
5 改革 100.0％ 2.3％ 11.0％ 31.3％ 39.7％ 15.7％
6 戦略 100.0％ 7.3％ 18.7％ 41.7％ 24.3％ 8.0％
7 変化 100.0％ 2.7％ 11.0％ 38.7％ 38.7％ 9.0％
8 発見 100.0％ 8.7％ 16.7％ 46.0％ 23.7％ 5.0％
9 営み 100.0％ 12.3％ 27.0％ 46.7％ 11.7％ 2.3％
10 道具 100.0％ 16.0％ 25.0％ 46.3％ 10.0％ 2.7％
11 新機軸 100.0％ 5.0％ 13.3％ 45.7％ 29.0％ 7.0％
12 発明 100.0％ 5.7％ 15.3％ 44.7％ 27.0％ 7.3％
13 創造的破壊 100.0％ 8.7％ 18.7％ 43.7％ 21.3％ 7.7％
14 流行 100.0％ 10.7％ 25.3％ 50.0％ 12.0％ 2.0％
15 技術革新 100.0％ 2.0％ 8.3％ 32.3％ 41.3％ 16.0％
16 社会的課題解決 100.0％ 7.0％ 16.7％ 51.7％ 20.3％ 4.3％
17 プロセス 100.0％ 8.3％ 14.7％ 53.3％ 22.0％ 1.7％
18 アイデア 100.0％ 6.0％ 10.3％ 42.3％ 34.7％ 6.7％
19 価値創造 100.0％ 5.0％ 8.7％ 40.0％ 37.3％ 9.0％
20 改善 100.0％ 6.0％ 12.3％ 45.7％ 29.0％ 7.0％
1 全く重要ではない 2.0％
2 それほど重要ではない 7.7％
3 どちらとも言えない 29.0％
4 少し重要である 31.3％
5 大いに重要である 30.0％
　 全体 100.0％
1 ビジネスチャンスである 30.3％
2 企業の社会的責任の一つである 18.3％
3
事業継続性に係るビジネスリスクの低減につな
がる
25.7％
4 重要な戦略の一つである 30.0％
5
イノベーションに関する取り組みと企業活動は
関連がない
23.3％
6 その他 1.0％
　 全体 100.0％
1 全く関心はない 6.0％
2 それほど関心はない 16.0％
3 どちらとも言えない 45.0％
4 少し関心がある 26.0％
5 大いに関心がある 7.0％
　 全体 100.0％
1 全く関係はない 5.3％
2 それほど関係はない 16.7％
3 どちらとも言えない 40.7％
4 少し関係がある 20.0％
5 大いに関係がある 17.3％
　 全体 100.0％
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3.2.　質問の回答結果
　質問の回答結果について述べることにする。
　3.2.1.　医療，介護，健康サービスの産業育成
については，回答傾向に類似性がみられた。いず
れの場合も，「全く関心はない」と回答する割合
が最も多く，医療関連 36.0％，介護関連 38.3％，
健康関連 35.0％であった。2 番目は医療，介護，
健康サービスとも「どちらとも言えない」であり，
医 療 関 連 25.7％， 介 護 関 連 25.0％， 健 康 関 連
26.7％であった。医療，介護，健康サービスの雇
用創出についても，産業育成と同様に回答傾向に
類似性がみられた。いずれの場合も，「全く関心
はない」と回答する割合が最も多く，医療関連
37.0％，介護関連 37.7％，健康関連 36.3％であっ
た。2 番目は医療，介護，健康サービスとも「ど
ちらとも言えない」であり，医療関連 26.0％，介
護関連 27.0％，健康関連 26.7％であった。
　3.2.2.　ライフ・イノベーションによる健康大
国戦略を知っているかについては，「全く知らな
い」と回答する割合が最も多く 71.3％であった。
「聞いたことはあるが，あまりよく知らない」
24.0％を含めると約 9 割が知らないと回答してい
る。
　3.2.3.　観光立国・地域活性化戦略に関する取
り組みの位置づけについては，「『観光立国・地域
活性化戦略』に関する取り組みと企業活動は関連
がない」と回答する割合が最も多く，46.0％と約
5 割に上った。2 番目は「ビジネスチャンスであ
る」22.3％，3 番目は「企業の社会的責任の一つ
である」18.7％，4 番目は「重要な戦略の一つで
ある」14.0％，そして「事業継続性に係るビジネ
スリスクの低減につながる」10.7％と続いた。
　3.2.4.　地域活性化に関する取り組みを行って
いるかについては，「取り組んでいない」と回答
する割合が最も多く，59.0％で約 6 割に上った。
2 番目は「わからない」27.7％であり，「取り組ん
でいる」とする回答は 9.0％と 1 割に満たなかっ
た。
　3.2.5.　2020 年までの我が国の観光産業に関す
る将来性について，観光産業の成長が見込めるか
については，「ややそう思う」と回答する割合が
最も多く，34.0％であった。2 番目は「どちらと
も言えない」33.0％であった。観光産業の雇用創
出が見込めるかについては，「どちらとも言えな
い」と回答する割合が最も多く，35.7％であった。
2 番目は「ややそう思う」31.7％であった。一方
で，「そう思う」と回答した割合は，観光産業の
成長で 11.3％，観光産業の雇用創出で 7.7％であ
り，いずれも 1 割程度であった。
　3.2.6.　自社が企業活動を行っている地域は今
後活性化していくかについては，「どちらとも言
えない」が最も多く，42.0％と約 4 割に上った。
2 番目は「あまりそう思わない」26.0％であった。
一方で，活性化していくと考えている割合は 2 割
（「そう思う」3.7％＋「ややそう思う 17.0％」＝
20.7％）程度であった。
　3.2.7.　自社の企業活動において，地域活性化
はどのように位置づけられているかについては，
「地域活性化と企業活動は関連がない」と回答す
る割合が最も多く，38.0％であった。2 番目は
「企業の社会的責任の一つである」23.0％であっ
た。3 番目が「ビジネスチャンスである」17.0％，
次いで「重要な戦略の一つである」11.7％，「地
域活性化は重要ではない」11.3％，「法規制等の
義務以上のものではない」11.0％と続いた。
　3.2.8.　自然資源，伝統，文化，芸術などのそ
れぞれの地域が有する地域資源の活用に関心があ
るかについては，「それほど関心はない」と回答
する割合が最も多く，32.2％であった。2 番目は
「どちらとも言えない」32.0％であった。3 番目は
「全く関心はない」17.7％であり，5 割は関心がな
いと回答した。
　3.2.9.　一般市民，企業，NPO，行政などの多
様な主体が関わりながら進める地域活性化に関心
があるかについては，「どちらとも言えない」と
回答する割合が最も多く，34.0％であった。2 番
目は「それほど関心はない」27.7％，3 番目は
「全く関心はない」19.7％と続いた。
　3.2.10.　イノベーションと聞いた時のイメージ
については，今回 20 個の評価項目を提示した。
「革新」，「変革」，「改革」，「技術革新」を除く 16
個の評価項目が「どちらとも言えない」と回答す
企業の地域活性化とイノベーションへの取り組み 39
る割合が最も多かった。「そう思う」と「ややそ
う思う」の回答割合を合計して 5 割を超えた評価
項目は，「革新」（「そう思う」24.7％＋「ややそう
思 う 」43.3％ ＝ 68.0％），「 変 革 」（「 そ う 思 う 」
16.0％＋「ややそう思う」38.0％＝ 54.0％），「改
革 」（「 そ う 思 う 」15.7％ +「 や や そ う 思 う 」
39.7％ ＝ 55.4％），「 技 術 革 新 」（「 そ う 思 う 」
16.0％ +「ややそう思う」41.3％＝ 57.3％）の 4
項目に留まった。
　3.2.11.　自社にとって，イノベーションは重要
であると思うかについては，「少し重要である」
31.3％，2 番目は「大いに重要である」30.0％で
あったため，約 6 割が重要と回答していた。
　3.2.12.　自社の企業活動におけるイノベー
ションに関する取り組みの位置づけについては，
「ビジネスチャンスである」と回答する割合が最
も多く 30.3％であった。2 番目は「重要な戦略の
一つである」30.0％，次いで「事業新規性に係る
ビジネスリスクの低減につながる」25.7％と続い
た。一方で，「イノベーションに関する取り組み
と企業活動は関連がない」という回答が 23.3％い
た。
　3.2.13.　自社では，イノベーションは組織風土
（組織文化）と関係が深いと考えているかについ
ては，「どちらとも言えない」と回答する割合が
最も多く，40.7％であった。2 番目は「少し関係
がある」20.0％，次いで「大いに関係がある」
17.3％と続いた。
　3.2.14.　自社は，ビジネスの手法を用いて社会
的課題の解決を目指していくという取り組みに関
心があるかについては，「どちらとも言えない」
と回答する割合が最も多く 45.0％であった。2 番
目は「少し関心がある」26.0％，3 番目は「それ
ほど関心がない」16.0％であった。
4.　ま　と　め
　以上の調査結果から，ライフ・イノベーション
戦略に関する質問（3.1.1，3.1.2）によって，回答
企業が製造業の場合においては，医療，介護，健
康サービスの違い，産業育成，雇用創出の違いに
限らず，これらの分野の関心度合いが低いことが
分かった。また，ライフ・イノベーションによる
健康大国戦略の認知度についても先ほどと同様に
低い。この点については，政府の情報提供のより
一層の工夫も求められよう。
　観光・地域戦略に関する質問（3.1.3，3.1.4，
3.1.5，3.1.6，3.1.7，3.1.8，3.1.9，3.1.14）から，製
造業の企業は，観光や地域活性化と自社の企業活
動とは関連がないと位置づけている傾向があるこ
とが分かった。また，観光産業の将来や地域活性
化の今後については，楽観的に見ていない。そし
て，具体的な地域活性化の取り組みに関心がある
かについての質問にもポジティブな回答は少数な
ため，新たなチャレンジ意識は高くないようであ
る。
　イノベーションに関する質問（3.1.10，3.1.11，
3.1.12，3.1.13）から，イノベーションは重要であ
り，重要な戦略の一つと考えていることが分かっ
た。さらに，重要と考えている一方で，イノベー
ションそのもののイメージのばらつきが見られた。
この結果は，イノベーションの中身（本質）がよ
く分かっていないのに重要だと認識している可能
性が示唆される。
　現在でもめまぐるしく変化している経営環境で
あるが，今後は TPP 等によってさらに劇的に経
営環境が変化していくことが予想される。した
がって，物事の視点，見方を柔軟に変え（自社の
業種と関連がない業種とどうビジネス展開してい
くか等），イノベーションによって，どうやって
自社を具体的に成長させていくかという発想が，
自然と社員から生まれるような環境を自社に構築
していくことが課題と言えよう。
【注】
1） 調査会社には，株式会社バルクを使用した。この会社は，
全国で 334 万 5,192 名（2014 年 2 月現在）の利用可能なモ
ニターを所有し，国内に先駆けてインターネットを使った
マーケティング調査を行った企業である。
【付記】
　本調査は，2014 年度，和光大学総合文化研究所研
『和光経済』第 48 巻第 2 号40
究プロジェクト「新事業分野への取り組みと雇用創
出へ向けた企業の挑戦」代表上野哲郎，研究メン
バーは，井出健二郎，福田好裕，丸山一彦，当間政
義，平井典宏，大坪史治，堀江則之によるものであ
る。
（2015 年 10 月 19 日　受稿）2015 年 10 月 28 日　受理
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